
モーダルシフト
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本取組のポイント

● 輸送距離に応じた最適な配送モード（トラック・鉄道・内航海運）の設定により、
戦略的なモーダルシフトを実施し大幅なCO2排出削減

● パレタイズ運用の標準化による作業の効率化と生産性の維持・向上
● ネスレ日本関連施設における保育施設をドライバーに開放するなど、

女性・高齢者など多様な人材活用を可能とするダイバーシティ物流ネット
ワークの構築

事業者（◎：代表者）

・神戸モーダルシフト推進協議会◎
・ネスレ日本株式会社
・全国通運株式会社
・日本貨物鉄道株式会社

事業概要

2012年より実施している、納品先顧客へ鉄道・内航海運・トラックを活
用した直接配送する取組の更なる拡大へ向けた、輸送距離に応じた最適な
配送モードの設定によるCO2削減の最大化、パレタイズ運用の標準化によ
るドライバーの配送効率の上昇や業務負荷低減を実現。また、保育施設の
開放などにより女性・高齢者が働きやすい環境整備を進めている。

◎ CO2排出削減量 ２，４６４．５ トン
◎ CO2排出削減率 ８７．１ ％

戦略的なモーダルシフト、パレタイズ運用の標準化、多様な人材の活用

モーダルシフトに加えた総合的なグリーン物流への取組
～パレタイズ運用の標準化やドライバー不足に備えた

ダイバーシティ物流ネットワークを指向して

平成２７年度 国土交通大臣表彰
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実施後

実施前

ネスレ日本
霞ヶ浦工場
ほか2工場

茨城県稲敷市ほか ネスレ日本
中継倉庫

納品先顧客

全国13ヶ所

パートナー企業ドライバーへの
拠点託児所開放等によるドライバー不足対策

ネスレ日本霞ヶ浦工場
ほか2工場

茨城県稲敷市ほか

納品先顧客

＜生産性向上＞

＜女性活用の推進、
生産性向上＞

「中継倉庫でばら積み」、
「納品先倉庫でばら降ろ
し」が、基本的な流れ

直接納品することで、車両
台数の削減/パレット配送の

拡大を実施することができた。

パレタイズの標準化

＜女性活用の推進、
生産性向上＞

距離に応じた配送手段を選択する
ことで、CO2削減を最大化
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本取組のポイント

 運休となっていた日曜日の列車を有効活用している。
 多くの荷主を巻き込み、各荷主が日曜の運行に併せて貨物の集約等の調

整を行っている。
 回数を重ねるごとに、参加企業を拡大しながら継続的に取り組んでいる。

事業者（◎：代表者）

・イオングローバルＳＣＭ株式会社◎ ・日本貨物鉄道株式会社
・全国通運株式会社

事業概要

日曜日に運休となるダイヤを活用して貨物輸送用の臨時列車を運行するこ
と等により、イオンを始めとする異業種の荷主企業の貨物輸送に関して鉄道
輸送へのモーダルシフトを推進し、CO2排出量削減や繁忙期の輸送力向上を
実現した。

◎ CO2排出削減量 ５３７．０ トン （ ６３１ トン → ９４ トン ）
◎ CO2排出削減率 ８５．１ ％

｢イオン鉄道輸送研究会｣専用列車による環境負荷低減の取り組み

副次効果
 報道等を通じて発信をしており、他企業への波及性が高い。
 小売業が主導して物流の効率化に取り組む事例として、与える影響が大

きい。

平成２７年度 経済産業大臣表彰
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実施後

実施前

各社個々の幹線輸送方法から
14年12月 5社による共同運行実施
15年12月には10社に発展
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本取組のポイント

● 海上・鉄道輸送へのモーダルシフトによるCO2排出削減
● トラック大型化による輸送能力の向上
● トラック走行距離の減少によるドライバーへの負担軽減

事業者（◎：代表者）

・日本通運株式会社◎
・富士フイルムロジスティックス株式会社
・商船三井フェリー株式会社
・日本貨物鉄道株式会社

事業概要

静岡県と福岡県の間で輸送していた富士フイルム貨物及び資材を、ト
ラックから海上輸送及び鉄道輸送に転換。CO2排出量を削減するとともに、
トラックの大型化により輸送能力が上昇させ、さらにトラック走行距離減
に伴いドライバーへの負担を軽減させた。

◎ CO2排出削減量 ４８３．８ トン
◎ CO2排出削減率 ７０．８ ％

鉄道貨物輸送と内航海運輸送を組み合わせたモーダルシフトを実現

海上輸送・鉄道輸送の利用による長距離ドライバー不足への対策
及び二酸化炭素排出量削減事業

平成２７年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞①
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実施後

実施前

ＦＦＬ吉田 ＦＦＧＳ福岡

ＦＦＬ吉田

36台/月

8台/月ＦＦＧＳ福岡

往路

復路

906.8ｋ
ｍ

906.8ｋ
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往路

復路
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4基/月

3台/月
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本取組のポイント

 船舶の繁閑格差を解消することにより、稼働率の向上と供給力の向上を
実現。

 現在、内外航兼用のタンカーを活用している業界内唯一の取組。

事業者（◎：代表者）

・出光興産株式会社◎
・旭タンカー株式会社

事業概要

出光興産が利用している内航タンカーについて、ハード面及びソフト面の
整備を旭タンカーとの協力の下で行い、内外航兼用化した。それにより、非
繁忙期に余剰船腹となっていた当該船舶の輸出入業務への活用や繁忙期であ
る冬期の輸送航路の短縮、安定供給力の向上による船舶稼働効率の向上と二
酸化炭素排出量の削減を実現した取組。

◎ CO2排出削減量 ５９９．０ トン （ １，１９８ トン → ５９９ トン ）
◎ CO2排出削減率 ５０．０ ％

内航タンカー｢SUNNY MARS｣内外航兼用化による生産性の向上とＣＯ２

排出量の削減

副次効果

 同業他社も同様の繁閑平準化に対する課題を抱えており、波及性が期待
される。

 荷主側のメリットとして、コスト削減効果が大きい。
 国内の内航海運業者の競争力強化に繋がる。

平成２７年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞②
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①苫小牧の製油所から石油製品を
伏木の油槽所へ海上輸送

所要日数：３日間

②伏木での揚げ荷後は、
韓国まで空船回航

所要日数：４日間

③韓国出荷の石油製品を
伏木の油槽所へ海上輸送

所要日数：４日間

①

②

③

本船は出光専用船のため柔軟な配船が可能。
韓国からの輸送を行うことで輸送距離が短縮され、

安定供給に寄与する体制を構築し、環境負荷を低減
した。
◎供給所要日数の短縮: ５．０日（ １３日→８日）
◎空船航海の削減効果: ２．５日（６．５日→４日）

①苫小牧の製油所から石油製品を
伏木の油槽所へ海上輸送

所要日数：３日間

②伏木での揚荷役完了後は、
千葉まで空船回航

所要日数：約６．５日間

③千葉の製油所から石油製品を
伏木の油槽所へ海上輸送

所要日数６．５日間（往復）

①

②

③

冬期は日本海側の油槽所向けの転送を京浜地区の
製油所からも転送するパターンとなる。

繁忙期は外航船腹も逼迫しており、外航船が傭船でき
ないリスクも抱えている。そのケースでは
空船航海６．５日、供給所要日数１３日となる。

実施後

実施前
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本取組のポイント

 「スーパーグリーンロジスティクス構想」として、500km以上の長距離
輸送を全て鉄道あるいは海上輸送へ切り替えるべく取組を進めた結果、
2014年10月からはモーダルシフト率がそれまでの45％→87％まで向上。

 ＢＣＰ対策及びトラックドライバー不足対策の観点から、陸路だけでな
く海路も確保することで有事の際の対応力向上及び輸送力強化を実現。

 大型コンテナの必要数確保や着地センターへの午後入庫などの課題につ
いて、荷主と物流事業者が連携して解決。

事業者（◎：代表者）

・味の素株式会社◎ ・味の素物流株式会社
・日本貨物鉄道株式会社 ・全国通運株式会社
・商船三井フェリー株式会社 ・株式会社名門大洋フェリー

事業概要

本事業は、味の素が物流事業者との連携により、自社の長距離輸送におけ
る輸送形態を従来のトラック中心から鉄道と内航海運へ完全にシフトする取
組。また、鉄道輸送において31ftコンテナの活用をすることにより、荷役効
率の向上を実現した。これらの取組によりCO2排出を大幅に削減したもの。

◎ CO2排出削減量 １，７９４．０ トン （ １６，９２９ トン → １５，１３５ トン ）
◎ CO2排出削減率 １０．６ ％

幹線輸送への31ftコンテナ利用拡大と内航海運の本格導入による
モーダルシフト率の大幅拡大と大幅なCO2削減の実現

平成２６年度 経済産業省商務流通保安審議官表彰
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実施後

実施前

13％

33％

54％
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本取組のポイント

● 納品先顧客と連携して早期の数量確定を実現し、鉄道・船舶両方の
モードを利用したモーダルシフトを実施した。

● モーダルシフトと同時に、工場から着荷主へ製品を直送することで
配送車両の削減も実現した。

事業者（◎：代表者）

・神戸モーダルシフト推進協議会◎
・王子運送株式会社
・全国通運株式会社
・日本貨物鉄道株式会社
・ネスレ日本株式会社

事業概要

ネスレ日本の全国3工場から顧客への配送について、トラック輸送から
鉄道と船舶を利用した輸送に一部切り替えることで、CO2排出量の大幅な削
減に成功した。

◎ CO2排出削減量 １，２０８．４ トン
◎ CO2排出削減率 ８６．５ ％

早期の数量確定を行うことで、モーダルシフトを実現

鉄道・船舶併用型モーダルシフトによる、環境に配慮した顧客納品の実現
～小売・メーカー・配送事業者、垂直型パートナーシップによるグリーン物流～

平成２６年度 国土交通省大臣官房物流審議官表彰
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実施後

実施前

1.ネスレ日本工場から、全国13カ所の倉庫へトラックでの補充を実施
2.ネスレ日本倉庫から、納品先顧客からの直前発注に対応した配送を実施

1.ネスレ日本と納品先顧客で、事前に発注数量確定の商談を実施
2.商談での確定数量をベースに工場発の車両手配を実施
3.各納品日にあわせて、直接配送を実施。これにより、モーダルシフトに加え、
使用車両数の削減も実現。 13



本取組のポイント

● 東日本大震災で製造拠点や物流網が壊滅的な被害に遭った中、復興に
あたって工場のレイアウト変更や貨物駅を整備することにより、従来
行っていた鉄道輸送をさらに発展させ、往復のモーダルシフトを実現
した。

● 東北地方における復興需要等によりドライバー不足が懸念される中、
大量輸送機関を活用することで労働力不足対策にも寄与した。

事業者（◎：代表者）

・古紙輸送モーダルシフト推進協議会◎
・南光運輸株式会社
・日本貨物鉄道株式会社
・日本製紙株式会社

事業概要

東日本大震災で被災した日本製紙石巻工場の復興にあたり、工場内のレ
イアウト変更とJR貨物石巻港駅の整備を実施した。これにより、関東圏か
ら石巻工場へ輸送する古紙のモーダルシフトを実現した。

◎ CO2排出削減量 １，７５２．３ トン
◎ CO2排出削減率 ５６．１ ％

石巻工場の復興にあたり、古紙輸送のモーダルシフトを実現

日本製紙株式会社石巻工場の復興時での側線レイアウト変更
及び古紙納入時でのトラックからJRコンテナへのモーダルシフトによるCO2削減

平成２６年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞
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実施後

実施前
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本取組のポイント
 サプライチェーンでつながる異業種の荷主企業による共同輸配送の取組。
 共同配送にあたり、製品の特性が異なる商品（原料樹脂とフィルム）を、

汎用性のあるＩＳＯを活用して、鉄道で往復利用することに成功した。
 ＪＲ貨物の運行と集荷・配達のタイミングを連携することでリードタイムの短縮

を図り、短納期を実現することで返回送コンテナによるラウンド輸送を可能に
した。

事業者（◎：代表者）

・住友化学株式会社◎ ・東洋紡株式会社
・住化ロジスティクス株式会社 ・日本貨物鉄道株式会社
・京葉臨海鉄道株式会社

事業概要

本事業は、製品輸送をＩＳＯ２０フィートドライコンテナで実現するため
に住友化学と東洋紡が鉄道コンテナを活用して行った共同物流事業。住友化
学は東洋紡に原料樹脂を輸送し、東洋紡はコンテナの帰り便で製造したフィ
ルムを配送することで、同一コンテナでの往復輸送を実現した。荷役効率の
向上、鉄道輸送へのモーダルシフト、異業種事業者とのコンテナ・ラウンド
ユースによる共同物流によってＣＯ２排出量を削減した取組。

◎ CO2排出削減量 ２３７．２ トン （ ６２１．４ トン → ３８４．２ トン ）
◎ CO2排出削減率 ３８．２ ％

ISO20フィートドライコンテナ輸送のJR貨物による
モーダルシフトの実現と異業種事業者とのコンテナ往復利用

（ラウンドユース）による共同物流事業

平成２６年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞

往路輸送時のコンテナに製品（樹脂）が
充填されている様子

復路輸送時のコンテナに製品（フィルム）が
積み込まれている様子

16



実施前

JR
敦賀港駅

顧客工場
拠点

ﾊﾞﾙｸﾀｰﾐﾅﾙ
３０％

７０％

ＩＳＯｺﾝﾃﾅ

ﾎｯﾊﾟｰｺﾝﾃﾅ（千葉県袖ケ浦市）

JR
南福井駅

JR
敦賀港ORS

JR
熊谷駅

ＩＳＯｺﾝﾃﾅ

顧客製品

１００％

顧客工場顧客
製品倉庫

顧客製品
中継倉庫

ﾄｯﾌﾟﾘﾌﾀｰ導入

ﾄｯﾌﾟﾘﾌﾀｰ導入
地盤改良

（千葉県袖ケ浦市） （福井県福井市）

実施後
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本取組のポイント

● 既存のコンテナではキュービクルの積載が不可能なため、荷主とコン
テナメーカーが協力して専用コンテナを開発し、鉄道輸送を実現。
従来の汎用コンテナでは積載できないような貨物について、専用コン
テナによる鉄道輸送が実現できることを証明。

● 輸送航路のほとんどを鉄道輸送にシフトすることで、高い割合のＣＯ２

排出量削減を実現。

事業者（◎：代表者）

・日東工業株式会社◎ ・株式会社総合車両製作所
・日本通運株式会社 ・日本貨物鉄道株式会社

事業概要

本事業は、日東工業中津川工場（岐阜）から札幌までトラック輸送してい
たキュービクルのモーダルシフトについて、専用コンテナを開発することで
鉄道輸送への切り替えを実現し、陸送行程の大幅な削減によりＣＯ２排出量
削減を達成した取組。

◎ CO2排出削減量 ９３．６ トン （ １１４．０ トン → ２０．４ トン ）
◎ CO2排出削減率 ８２．１ ％

岐阜～北海道へのキュービクル輸送をトラックから専用コンテナを利用
した鉄道へモーダルシフトすることによる省エネルギー事業

平成２６年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞
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?

実施前

○ドレージ距離
中津川工場 → 札幌 1,280km
※目的地を札幌営業所と設定

札幌デポ
（北海道恵庭市）

日東工業㈱中津川工場
（岐阜県中津川市）

カーフェリー

トラック輸送

トラックによる輸送
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本取組のポイント

● 従来利用された例のなかった廃棄物コンテナの返送空コンテナを活用
し、モーダルシフトを行った。

● 鉄道輸送としては比較的短距離となる札幌～函館間で、往復のモーダ
ルシフトを実現した。

事業者（◎：代表者）

・北海道ジェイアール物流株式会社◎
・株式会社北海道熱供給公社
・日本貨物鉄道株式会社

事業概要

函館へ鉄道輸送している燃料焼却灰の返送の空コンテナを活用して、CO2
の排出を抑制しながら地域への熱供給に利用する木質バイオマス燃料を調
達する輸送システムを構築した。

◎ CO2排出削減量 ６５５．７ トン
◎ CO2排出削減率 ９７．５ ％

廃棄物コンテナを活用し、木質バイオマス燃料を鉄道輸送

廃棄物往復輸送の取組による木質バイオマス燃料モーダルシフトの推進

平成２６年度 グリーン物流パートナーシップ会議特別賞
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実施後

実施前
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本取組のポイント

● ブルボン羽黒工場（山形）及び新発田工場（新潟）から岡山物流セン
ター間の配送をトラック輸送から鉄道のコンテナ輸送にシフトを行った。

● その結果、ＣＯ２排出量削減を実現するとともに、燃料価格の高騰によ
るコスト削減や将来のトラックドライバー不足の対策にも繋がった。

事業者（◎：代表者）

・株式会社ブルボン◎ ・日本貨物鉄道株式会社
・巻運送株式会社 ・酒田海陸運送株式会社

事業概要

本事業は、ブルボン新発田工場（新潟）及び羽黒工場（山形）から岡山物
流センター間の配送をトラック輸送から鉄道のコンテナ輸送にシフトするこ
とでＣＯ２排出量削減を達成した取組。

◎ CO2排出削減量 ５５０．１３ トン ※２つのルートを加算した数値
◎ CO2排出削減率 ３２．７ ％ ※2つのルートのＣＯ２削減率の加重平均

トラック輸送から鉄道輸送へモーダルシフトしたことによる
二酸化炭素排出量削減の取組

平成２５年度 経済産業省商務流通保安審議官表彰

モーダルシフトの経路
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①羽黒工場

②新発田工場

岡山物流

①羽黒工場

②新発田工場

岡山物流

酒田港駅

西岡山駅

新発田・羽黒工場→岡山物流間 全区間トラック輸送

①羽黒工場→（トラック輸送）→岡山物流

②新発田工場→（トラック輸送）→岡山物流

①羽黒工場→岡山物流

輸送距離 915km

②発田工場→岡山物流

輸送距離 800km

①羽黒工場→岡山物流

ブルボン羽黒工場→酒田港 27km

酒田港駅→西岡山駅 911km

西岡山駅→岡山物流 17km

合計輸送キロ 955km

②新発田工場→岡山物流

ブルボン新発田工場→新潟（タ） 27km

新潟(タ)→西岡山駅 754km

西岡山駅→岡山物流 17km

合計輸送キロ 798km

新発田・羽黒工場→岡山物流間 鉄道輸送拡大

②新発田工場→新潟（タ）→（鉄道輸送）→西岡山駅→岡山物流

①羽黒工場→酒田港駅→（鉄道輸送）→西岡山駅→岡山物流

実施後

実施前
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本取組のポイント

● 荷主と物流事業者の協力により、メタノール貯蔵タンクの建設と専用
タンクコンテナの開発を行ったことにより、鉄道輸送へのモーダルシ
フトが実現した。

● モーダルシフトの実施に伴い、メタノールの出荷地を３カ所から１カ
所に集約するとともに、韓国経由で輸入していたメタノールの一部を
日本直送とし、調達物流の大規模な再編を行った。

事業者（◎：代表者）

・日本オイルターミナル株式会社◎
・信越化学工業株式会社
・日本貨物鉄道株式会社
・株式会社ボルテックス セイグン
・神奈川臨海通運株式会社

事業概要

化成品の原料であるメタノールについて、貯蔵タンクの建設と専用タン
クコンテナの開発によりモーダルシフトを実現した。また、韓国経由で輸
入していたメタノールの一部を日本直送とし、物流の効率化を図った。

◎ CO2排出削減量 ３３８．４ トン
◎ CO2排出削減率 ５５．２ ％

専用タンクコンテナを開発し、鉄道輸送を実現

鉄道モーダルシフトによる化成品輸送の効率化
～石油貨車＆化成品タンクコンテナ専用列車の誕生による液体品輸送の新たな可能性～

平成２５年度 国土交通省大臣官房物流審議官表彰
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実施後

実施前
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本取組の創意・工夫（ポイント）

・モーダルシフト拡大における課題はコストとのバランス。
・コスト削減を実現する為に、積載率の向上に集中して取組を推進。
・具体的には、２箇所配達、２段ラック採用を実現する為に通運業者様、荷
受するキャリアロジ担当者様等にご理解をいただき了解を得た。

・生産関係部門にも、出荷時間の調整等でご支援を頂きコストの問題をクリ
ア。

・エコ輸送の割合は、２００９年度全出荷量の約４８％に到達。

パートナーシップにより、携帯電話の顧客物流拠点への配送を
鉄道にモーダルシフトすると共に、コンテナ２段ラック採用により

積載効率を向上した取組

事業者（◎：代表者）

・シャープ株式会社◎
・トナミ運輸株式会社

事業概要

シャープ株式会社製携帯電話を国内キャリア様へ納入。
全社で２００９年より「エコポジティブカンパニー」実現に向けてエコポ

ジティブ戦略が策定され、さらなる環境負荷の低減を行うことが決定。
物流部門としてＣＯ２削減において最適の施策であるモーダルシフトの拡大
への取組の強化を推進。

改善効果

・ＣＯ２削減量
２９６，０００㌧/年
(３５５,８７２㌧/年
→５９,５７７㌧/年）

・ＣＯ２削減率
８３％

２段ラックの採用

開始から５ヵ月間で４．８％ＣＯ２削減効果が
向上しました。

（ラック使用前） （ラック使用後）

平成２２年度 経済産業大臣表彰
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実施後

実施前

２００９年度実績
１０ｔトラック ６９１台
（コンテナ物量をトラック輸送に
換算した場合）

２００９年度実績
５ｔコンテナ １７２５本
３１ｆコンテナ ４５本
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本取組の創意・工夫（ポイント）

２０ft,４０ft海上コンテナ共用シャーシの導入によるシャーシの①集荷、
②輸送、③配達の１台３役の多重活用を行い、中距離での鉄道モーダルシフ
トを拡充。

２０ｆｔ、４０ｆｔ海上コンテナ共用シャーシ導入での
鉄道モーダルシフトによる省エネルギー事業

事業者（◎：代表者）

・株式会社日立物流◎
・日立アプライアンス株式会社

平成２２年度 国土交通省技術総括審議官表彰

事業概要

従来、日立アプライアンスの輸入家電品（冷蔵庫，エアコン）は、４０ft
海上コンテナにより、東京港から栃木事業所までの区間をトレーラによるド
レージ輸送及び鉄道輸送にて行っていた。
近年、量の増大してきた２０ft海上コンテナに対応できるよう、２０ft海

上コンテナや４０ft海上コンテナでも積載可能な共用シャーシを導入するこ
とで、中距離での鉄道モーダルシフトの拡大を図った。

改善効果

・ＣＯ２削減量
６８㌧/年

（１１０㌧/年
→４２㌧/年）

・ＣＯ２削減率
６２％

（40ft積載時）（２0ft積載時）

（輸送状況）

28



実施後

実施前

トラック陸送と一部鉄道コンテナ輸送

東京港

日立アプライアンス
栃木工場

実入りコンテナ輸送

空コンテナ輸送

一部鉄道による輸送

シャーシを多重活用した中距離モーダルシフト

日立アプライアンス
栃木工場

②輸送(実入りコンテナ)

②輸送(空コンテナ)

東京港

①集荷
トラックを
有効活用

③配達
トラックを
有効活用

幹線を鉄道輸送

20ｆｔ海上コンテナ

40ｆｔ海上コンテナ
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本取組の創意・工夫（ポイント）

・輸出製品の輸送先は北九州が主で、これまではトラックによる陸送が中心。
長距離輸送の安全性・環境面を考慮してフェリー輸送に転換。また、陸送で
の制限外輸送（幅３ｍ以上）では夜間の指定された時間しか走行できず九州
まで丸６日間必要としてものをフェリーに置き換えることで、日程の短縮に
成功。

・モーダルシフトを開始するに当たり、フェリー輸送で使用するエアーサスペ
ンション低床トレーラを開発。また、トレーラーは従来より幅広長尺にした
ため積載効率がアップし、トラック台数が低減できた。このことにより、コ
ストダウンとＣＯ２削減を達成。

九州方面・下関港へのモーダルシフトを利用したＣＯ２削減の改善方策

事業者（◎：代表者）

・大日本スクリーン製造株式会社◎
・株式会社トランザップジャパン

事業概要

下関港・九州方面までトラックにて高速道路を陸送していたが、内航船の利
用による総輸送距離（彦根・下関間）の短縮（約６０km）および約１０％のＣ
Ｏ２削減に成功。また、フェリー利用による海上輸送距離４５８km分で約７
７％のＣＯ２を削減し、１運送工程で約５５％のＣＯ２削減を達成。
また、トレーラ輸送に切り替えたことにより積載効率を３０％向上でき、そ

の結果トラック台数の削減もでき さらにＣＯ２の削減も実現できた。主な輸
送品目は、半導体製造装置・液晶製造装置。

改善効果

・ＣＯ２削減量
１００㌧/年

（２９４㌧/年
→１９４㌧/年）

・ＣＯ２削減率
３４％

7:00着

9:00着

大
日
本
ス
ク
リ
ー
ン
彦
根
・
事
業
所

大
阪
南
港

新
門
司
港

下
関
港

博
多
港

トレーラは
シャーシ切離 無人輸送

ヘッド
を接続

140km 458km

20km

75km

13:00出発 1便出航17:20

2便出航 20:00

5:20接岸

8:20接岸15:00出発

CO2 55%削減

陸送 740km
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実施後

実施前

九州方面・下関港への
装置輸送においては、
10ｔﾄﾗｯｸにて行ってい
た。

大日本スクリーン製造
㈱彦根事業所を出発し
て彦根ＩＣより、高速道
路を陸送する。

彦根ＩＣより、高速道路
を下関港（九州方面）へ
夜間走行をする

高速道路を8時間～10
時間かけて陸送し、最
終のｻｰﾋﾞｽｴﾘｱにて指
定到着時間まで仮眠
（休息）

指定到着時刻に荷降ろ
しを終了し、海外向け
ｼｬｰｼに積み替えられﾌﾞ
ﾙｰｼｰﾄを掛け、ﾌｪﾘｰ出
航日まで待機。

海外向けのフェリーに
順次装置を積んだ
シャーシを積み込み、ト
ラクタヘッドは船外へ。

下関港を出港し海外
へ。

20ｔｴｱｰｻｽﾄﾚｰﾗにて半
導体/液晶製造装置を
南港へ輸送

20t低床ｴｱｰｻｽの精密
機器専用輸送ﾄﾚｰﾗの
開発。

10tトラックより約1.3倍
の積載効率を活かし、
少ない台数にて南港ﾌｪ
ﾘｰﾀｰﾐﾅﾙまで2時間程
度で陸送。

夕刻、南港に到着後、
ｼｬｰｼを切り離し、無人
状態で新門司港ﾌｪﾘｰ
ﾀｰﾐﾅﾙへ海上輸送。

海上輸送中（458km)
は、無人で翌朝、新門
司港ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙへ到
着。

新門司港到着後、トラ
クタヘッドでトレーラと連
結。下関港まで約20km
を陸送。

海外向けのﾌｪﾘｰに順
次ｼｬｰｼを積み込み出
港、。
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本取組の創意・工夫（ポイント）

・輸送は、製品のユニット毎に大きさが違い、複数梱包で１Setという特性の
装置が多く、その製品を多種類同載するといった形態の為、荷崩れや積み
荷の転倒防止が十分なこと。
⇒コンテナ床面のフックを側面のどの位置でも個縛可能なものとした。

・精密機械である為、振動・衝撃値が従来の輸送と同等であること。
⇒輸送中とコンテナ荷役時の振動・衝撃値を測定し、従来の輸送との比較
検証を実施。

・背高品も積載可能にし、輸送機会損失がないこと。
⇒背高コンテナを導入し、全ての機種が積載可能とした。

医療機器鉄道輸送におけるＣＯ２削減活動への取組み

事業者（◎：代表者）

・東芝メディカルシステムズ株式会社◎
・東芝物流株式会社

事業概要

東芝メディカルシステムズは医用機器の製造・販売・サービスを行ない、
製品輸送は東芝物流と共同で、製造工場から国内９ヶ所（札幌～福岡）およ
び全世界の倉庫に輸送し、お客様のもとへお届けしている。
国内においては従来から札幌と福岡へは船舶輸送を行っていたが、更なる

環境負荷改善として、東芝物流とともに鉄道輸送手段追加のエコプロジェク
トを立上げ、輸送量の多い大阪と福岡倉庫向け製品の３１ft汎用鉄道コンテ
ナの定期輸送を実施。

改善効果

・ＣＯ２削減量
４７㌧/年

（６１㌧/年
→１４㌧/年)

・ＣＯ２削減率
７７％

（床側面フック）(積み込みの様子）

（コンテナ高さ比較）
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実施後

実施前

大阪倉庫
（大阪府茨木市）

福岡倉庫
（福岡市博多区）

【大阪倉庫】

【福岡倉庫】

大阪倉庫
（大阪府茨木市）

福岡倉庫
（福岡市博多区）

【大阪倉庫】

【福岡倉庫】

日立港 北九州港

JR貨物
宇都宮貨物TM

JR貨物
福岡貨物TM

（613ｔ／年）

（254ｔ／年）

（138ｔ／年）

（569ｔ／年）

（513ｔ／年）

（1182ｔ／年）

東芝メディカル
システムズ

（栃木県大田原市）

日立港 北九州港
（254ｔ／年）

（652ｔ／年）

東芝メディカル
システムズ

（栃木県大田原市）

1回／週の輸送で
21%の物量をシフト実現

東芝メディカル
システムズ

（栃木県大田原市）

JR貨物
宇都宮貨物TM

JR貨物
大阪貨物TM

東芝メディカル
システムズ

（栃木県大田原市）

2回／週の輸送で
52%の物量をシフト実現
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本取組の創意・工夫（ポイント）

・従来のトラック輸送時は定期で１０トン車を使用。出荷物量によって４ト
ン車を追加し、低積載率の状態で運行することが日常的であった。鉄道輸
送化することで、出荷物量に見合った１２ftコンテナによる最小出荷単位
をミニマム化することができ、積載効率の向上が図れ、輸送空間ロスの
少ない輸送が実施可能。

・工場倉庫直近の貨物駅を使った場合、出発時間の制約があり、鉄道輸送へ
の全面シフトができなかったが、持込先の対象貨物駅を広げることで、
リードタイムに合った列車を選択可能。

国内製造拠点から在庫拠点までの鉄道輸送推進による
CO２削減活動への取組

事業者（◎：代表者）

・東芝ライテック株式会社◎

・東芝物流株式会社

事業概要

東芝ライテックはＬＥＤ照明・蛍光灯ランプや照明配線器具などの製造
メーカー。製品を製造工場に隣接した首都圏にある４箇所の全国在庫調達倉
庫から４箇所の地区倉庫（恵庭市、柏市、大阪市、志免町）に輸送後、お客
様に配送。本事業では、トラックから鉄道輸送への輸送手段の変更はこの４
区間を対象。鉄道輸送での定期輸送を平成２１年頭から開始し、その後も出
荷時間の調整や発駅を工夫した結果､この４区間の鉄道輸送率は現在１００％
達成。

改善効果

・ＣＯ２削減量
２９３㌧/年

（９００㌧/年
→６０７㌧/年)

・ＣＯ２削減率
３３％

鹿沼工場倉庫での北海道向け積載状況

平成21年5月18日定期輸送スタート

鹿沼工場倉庫での九州向け商品積載状況

平成21年7月3日定期輸送スタート

沼津工場倉庫での北海道向け商品積載状況

平成21年12月3日定期輸送スタート

沼津工場倉庫での九州向け商品積載状況

平成21年10月5日定期輸送スタート 34



実施後

実施前

大洗港 苫小牧港

恵庭倉庫

福岡倉庫
鹿沼工場倉庫

新潟港 小樽港

沼津工場倉庫

恵庭倉庫

福岡倉庫

宇都宮
貨物（タ）駅

札幌
貨物（タ）駅

福岡
貨物（タ）駅

平成21年5月開始

平成21年7月開始

静岡
貨物（タ）駅

沼津駅

平成21年12月開始

平成21年10月開始

鹿沼工場倉庫

恵庭倉庫

福岡倉庫

沼津工場倉庫

札幌
貨物（タ）駅

福岡
貨物（タ）駅

恵庭倉庫

福岡倉庫35



本取組の創意・工夫（ポイント）

耐振動・耐衝撃機器を備えた専用私有コンテナの導入により、高精密製品で
ある携帯電話基地局の輸送をトラック輸送から鉄道輸送へモーダルシフトを実
現。

トラックによる携帯電話基地局輸送を、耐震・耐衝撃機器を導入
した鉄道輸送へモーダルシフトすることによる省エネルギー事業

事業者（◎：代表者）

・日本通運株式会社◎
・パナソニックモバイルコミュニケーションズ株式会社、
・パナソニックロジスティクス株式会社
・日通商事株式会社、
・日本貨物鉄道株式会社

平成２１年度 国土交通大臣表彰

事業概要

携帯電話基地局は振動および衝撃に弱く、これまではエアサスペンション付
トラックによる輸送が主流であった。物流の効率化については以前より取組ん
でいたが、省エネ法の改正などにより更なるＣＯ２排出削減が求められていた。
今回、モーダルシフトの可能性について検討を行い、防振のための機器の導

入や試験輸送等を行うことで鉄道へのモーダルシフトを実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
１２０㌧/年

（１２５㌧/年
→５㌧/年）

・ＣＯ２削減率
９６％

（専用私有コンテナ）

（コンテナ内部積込状況） 36



実施後

実施前

北海道・東北・中京・関西･中国･
四国・九州携帯基地局設置先

トラック輸送
（横浜 ⇒ 全国）

トラック輸送

鉄道輸送
（横浜羽沢駅 ⇒ 各駅）

札幌、青森、仙台、大阪、広島、四国、九州
貨物駅

トラック輸送

各市内
携帯基地局設置先

JR貨物
横浜羽沢駅

横浜市
パナソニック モバイルコミュニケーションズ（株）

横浜市
パナソニック モバイルコミュニケーションズ（株）

エアサス付トラックによる陸上輸送

専用私有コンテナによる鉄道輸送

37



本取組の創意・工夫（ポイント）

３１ft私有コンテナの導入により、既存トラック輸送を行っていたケーブ
ルのドラムを効率的に積載し、鉄道の往復輸送を実施することで、ＣＯ２排
出削減と輸送の効率化を同時に達成。

パートナーシップに基づく電線ドラム輸送の大型コンテナを利用
した鉄道輸送へのモーダルシフトによる省エネルギー事業

事業者（◎：代表者）

・筑後運送株式会社◎ ・住電日立ケーブル株式会社
・タツタ電線株式会社 ・大電株式会社
・株式会社合通 ・日本貨物鉄道株式会社

平成２１年度 国土交通省政策統括官表彰

事業概要

電線ドラム及び電線ケーブルの佐賀～大阪各工場間の輸送について、従来
はトラック及び一部１２ftコンテナによる鉄道輸送を行っていた。
今回、荷主企業の協力を得てコスト削減及びＣＯ２削減のため、３１ft大

型コンテナを導入することで、鉄道の往復輸送を実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
３０６㌧/年

（３７６㌧/年
→７０㌧/年）

・ＣＯ２削減率
８１％

（積み込みの様子） 38



実施後

実施前

佐賀工場 大阪工場

ＪＲ５ｔコンテナ ９３０ｔ／年

ＪＲ貨物
鳥栖貨物ターミナル駅

ＪＲ貨物
大阪貨物ターミナル駅

１０ｔ・１４ｔトラック １８８４ｔ／年

１０ｔ・１４ｔトラック １６２１ｔ／年

３１ｆｔコンテナ ２１０３ｔ／年

３１ｆｔコンテナ １４４４ｔ／年

ＪＲ貨物
鳥栖貨物ターミナル駅

ＪＲ貨物
大阪貨物ターミナル駅

佐賀工場 大阪工場

専用私有３１ｆｔコンテナの導入で
ＣＯ２排出削減と効率的な輸送を同時に達成！

鉄道・トラック併用による往復輸送

実施後：３１ｆｔコンテナを活用した鉄道往復輸送

39



本取組の創意・工夫（ポイント）

２００４年度の特殊バルクコンテナ（塊状の生石灰用）の開発に続き、水
濡れ厳禁である粉状の生石灰の輸送において、気密性の高い特殊海上タンク
コンテナの開発により、海上輸送へのモーダルシフトを達成。

特殊海上タンクコンテナを利用したＣＯ２削減事業

事業者（◎：代表者）

・Japan Ecology Logistics株式会社◎
・宇部マテリアルズ株式会社、
・有限会社船元海運

平成２０年度 国土交通大臣表彰

事業概要

水濡れ厳禁製品である生石灰の輸送について、１００トンの特殊コンテナ
サイロを台船上に設置し、新たに２０ftの特殊タンクコンテナを開発し従来
のジェットパック車による陸上輸送から海上輸送にモーダルシフトし、輸送
距離の短縮及び大幅なＣＯ２排出量の削減を実現。
従来はジェットパック車３～４台で１９０㎞の陸上輸送を行っていたが、

特殊タンクコンテナの開発により、美祢工場～宇部港（３５km）、大分港～
大分製鐵所間（８㎞）を陸上輸送、宇部港～大分港間（１１１㎞）を海上輸
送にモーダルシフトすることで、輸送距離の短縮を同時に実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
３４７㌧/年

（５１２㌧/年
→１６５㌧/年）

・ＣＯ２削減率
６７％

（宇部港における荷役の様子）

専用台船への荷役の様子。上段が粉状生石灰用の特殊タンク
コンテナ、下段が塊状生石灰用の特殊バルクコンテナ。
背後は専用台船に固定されているサイロコンテナ。 40



実施後

実施前

宇部マテリアルズ 美祢工場
（山口県美祢市）

新日本製鐵 大分製鐵所
（大分県大分市）

ジェットパック車による輸送
（約１９０ｋｍ）

環境負荷大

2008 Google 地図データより

2008 Google 地図データより

宇部マテリアルズ 美祢工場
（山口県美祢市）

新日本製鐵 大分製鐵所
（大分県大分市）

宇部港

専用台船による輸送
（約１１１ｋｍ）

トレーラ輸送
（約３５ｋｍ）

トレーラ輸送
（約８ｋｍ）

大分港
2008 Google 地図データより

トラックによる陸上輸送

専用台船による海上輸送
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本取組の創意・工夫（ポイント）

複数事業者が協働して行うモーダルシフト等、様々な輸送効率化手法を組
み合わせと、商品価格との分離による「輸送コストの見える化」（「買い手
が取りに行く物流」）の実現による輸送効率の向上。

商品納入後の帰り便を利用した調達物流（商品価格と物流費の
分離）を鉄道及び海運にモーダルシフト等を行うことによる

ＣＯ２削減

事業者（◎：代表者）

・パナソニック電工香川株式会社◎ ・株式会社朝日通商
・日本通運株式会社 ・日本貨物鉄道株式会社
・ジャンボフェリー株式会社

平成１９年度 国土交通大臣表彰

事業概要

商品の幹線輸送と納入後の帰り便を利用した調達物流について、鉄道、海
運にモ－ダルシフトすることにより環境負荷の低減を図った事業。その際、
これまでの「納入業者が届ける物流」から「買い手が取りに行く物流」への
発送の転換で、物流コストと商品価格を分離し、買い手側が物流コストを支
払うことで調達物量システムの再構築を可能とした。また製造拠点の変更に
よる、輸送距離の短縮を実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
２２５㌧/年

（３３５㌧/年
→１１０㌧/年）

・ＣＯ２削減率
６７％

（事業の実施体制）
42



実施後

実施前

環境負荷大

パナソニック電工香川
（香川県綾川）

流通加工工場
（京都府舞鶴）

工場Ａ
（埼玉県幸手）

工場Ｂ
（大阪港より陸揚げ）

工場Ｃ
（大阪府岸和田）

物流センター
（京都府京田辺）

材料調達

材料調達

材料調達

半製品輸送

商品配送

鉄道へモーダルシフト

海運へモーダルシフト
（往復輸送）

工場Ａ

×
工場Ｂ

材料調達

越谷貨物ターミナル駅
材料調達

材料調達

回送

神戸港

東高松港

高松貨物ターミナル駅

物流センター 工場Ｃ

ミルクラン
商品配送

パナソニック電工香川

流通加工を内製化

工場Ｄ
（徳島県小松島）

近距離から調達

※トレーラはパナソニック電工香川が手配

「買い手が取りに行く物流」
「物流コストの見える化」

トラックによる長距離輸送

モーダルシフトを含む効率化された輸送
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本取組の創意・工夫（ポイント）

パレット等を利用した一貫輸送を実現し、鉄道輸送時の品質を大幅に向上。
その結果、馬鈴薯の鉄道輸送シェアは２０％から５０％へ増加。

十勝産馬鈴薯の輸送をトラックから鉄道へモーダルシフトする
省エネ事業

事業者（◎：代表者）

・士幌町農業協同組合◎
・日本通運株式会社
・日本貨物鉄道株式会社

平成１９年度 国土交通省政策統括官表彰

事業概要

十勝地区の馬鈴薯輸送をトレーラー輸送から鉄道へモーダルシフトを実現
した事業。これまでの馬鈴薯輸送では、鉄道特有の振動と貨物駅における荷
役作業による振動、段ボールのサイズがパレットの大きさに合わない事から
生じる段ボールの潰れ等の問題もあって、荷崩れ・荷擦れ事故が多くトレー
ラーからのシフトが進んでいないのが現状だった。
本事業はパレットの大きさに合わせた段ボールサイズの変更、荷崩れ防止

の為のエアバック使用による試験輸送を繰返すことで輸送品質の改善を図り、
鉄道へのモーダルシフトを実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
７５２㌧/年

（１,４１５㌧/年
→６６３㌧/年）

・ＣＯ２削減率
５３％

（積込みの様子） 44



実施後

実施前

関
東
開
発
研
究
所

関東圏

関西圏

士
幌
町
農
業
協
同
組
合

北海道

※一部、フェリー利用

※一部、フェリー利用

※一部、フェリー利用

※一部、フェリー利用

生食用馬鈴薯

加工用馬鈴薯

生食用馬鈴薯

網コンテナ返送

環境負荷大

埼
玉
市
場 関

東
開
発
研
究
所

大
阪
市
場

関
西
食
品
工
場

関東圏

士
幌
町
農
業
協
同
組
合

北海道
越
谷
貨
物

タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

加工用馬鈴薯

生食用馬鈴薯

生食用馬鈴薯

段ボールサイズの変更やエアバッグ使用による輸送品質の向上。

生食用馬鈴薯 加工用馬鈴薯

熊
谷
貨
物

タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

関西圏

梅
田
駅

網コンテナ返送

帯
広
駅

「網コンテナ」の使用により、鉄道輸送へシフト。

トラックによる長距離輸送

モーダルシフトを含む効率化された輸送
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本取組の創意・工夫（ポイント）

関係業界の連携により鉄道コンテナ輸送の運用方法を改善。中小企業の幅
広い参加を可能とし、モーダルシフトの普及拡大に向けた仕組みを構築。

３１フィートコンテナ共同利用方式による
「スーパーグリーン・シャトル列車」計画

事業者（◎：代表者）

・社団法人全国通運連盟◎ ・日本貨物鉄道株式会社
・日本通運株式会社 ・全国通運株式会社

平成１８年度 国土交通大臣表彰

事業概要

平成１８年３月のＪＲダイヤ改正にあわせ、ＪＲ貨物と鉄道利用運送業界の協力のもとで、物流の大
動脈である東京⇔大阪間に新たなダイヤ設定による３１ftコンテナ用「スーパーグリーン・シャトル列
車」の運行を開始した事業。

近年、トラックからの転換が容易な３１ftウィングコンテナが開発され、トップランナー企業を
中心に中距離帯の東京⇔大阪間でも鉄道モーダルシフトが進み始めていたが、大企業等の大口出荷
荷主の利用が主流。
物流の大動脈に新たな輸送力を利便性の高いダイヤで確保するとともに、中堅荷主、トラック事

業者を含む多数の利用者にご参加をいただけるよう、３１ftウィングコンテナを鉄道利用運送業界
が一括で用意し、業界共有のコンテナとして共同運用方式を組み立て、輸送頻度、輸送量の大小に
係らず、荷主企業等各社の皆様が誰でも臨機応変に利用可能なシステムを構築。
本事業の実施による利用者の拡大で、モーダルシフトによるＣＯ２削減効果と往復実入り運用に

よる輸送力の有効活用を実現。

改善効果

・ＣＯ２削減量
６,１００㌧/年

（７,５００㌧/年
→１,４００㌧/年）

・ＣＯ２削減率
８１％

（スーパーグリーンシャトル列車のコンテナ） 46



実施後

実施前

東 京大 阪荷
主

荷
主

荷
主

荷
主

環境負荷大

荷
主

荷
主

荷
主

荷
主

荷
主

東京大阪 スーパーグリーンシャトル

（特急コンテナ列車・ノンストップ８時間）

３１フィートコンテナの
「列車枠」へ積込

共 同 運 用 シ ス テ ム

運
送

事
業
者

運
送

事
業
者

運
送

事
業
者

運
送

事
業
者

荷主毎にトラック輸送

共同運用システムによる鉄道輸送
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ロジ君 エコちゃん

ロジ君とエコちゃんのひとくちメモ⑤
～COP21とパリ協定～

2015年11月から12月にフランス・パリにおいて気候変
動枠組条約第21回締約国会議（COP21）が開催され、
「京都議定書」に代わる、2020年以降の温室効果ガス
排出削減等のための新たな国際枠組みである「パリ協
定」が採択されました。

歴史上はじめて、すべての国が参加する公平な合意で
あり、世界的 な平均気温上昇を産業革命以前に比べて
2℃ より十分 低く保つ とも に、1.5 ℃に抑える努力を 追
求する こと、主要排出国を含むすべての国が削減目標
を5年ごとに提出・更新すること等の要素が盛り込まれて
います。
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